






1.1. 環境 NPO 会員の財源志向











係している。ヤングは，NPO と政府との関係を「相補」「補完」「対立」という 3 つに類型化し
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環境 NPO の会員の財源志向を明らかにしてきた（山添他，2019）が，本稿では，NPO 法人「気
候ネットワーク」（以下，「気候ネットワーク」）を事例として，政策提言型環境 NPO の会員層
と財源志向を明らかにする *2*3。
　「気候ネットワーク」は，1997 年 2 月に京都市で開催された国連気候変動枠組条約第 3 回締
約国会議（COP3）に結集した組織・団体により結成された「気候フォーラム」を前身とする団
体である。「気候ネットワーク」は，地球温暖化防止のために，市民の立場から提言し，行動を















































2006 「2020 年家庭・業務 30％削減プロジェクト」の実施
2008 「MAKE the RULE キャンペーン」のスタート，「子どもエコライフチャレンジ」（環
境教育プロジェクト）の実施
2009 COP15 に向けたキャンペーン活動の実施
2010 省エネ法に基づく第 2 次温暖化防止情報開示訴訟の実施，自治体温暖化対策の推進
に関する調査研究の実施
2011 脱原発と温暖化対策を両立させる「“3 つの 25”は達成可能」シナリオを発表，「低
炭素の地域づくり戦略会議」を全国 5 地域で実施
2012 認定特定非営利活動法人化，「低炭素地域づくり戦略会議」を全国 8 地域で実施
2013 石炭火力発電を推進する政策への問題提起のためのキャンペーン「Don't Go Back 
to the 石炭！」の実施
2014 「自然エネルギー学校・福島」の開催




2017 提言レポート「石炭火力 2030 フェーズアウトの道筋」を発表，「自然エネルギー
100％プラットフォーム」の立ち上げ
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析の手法により，財源志向のタイプの異なる 3 つの会員層に区分する。3 節では，会員層と基本
的属性等の関係について，4 節では，会員層と活動の志向性の関係について，5 節では，会員層
と「行政との関係に関する志向性」について考察する。6 節では，各会員層の基本的属性等と活





























　7 つの設問を用いて，クラスター分析（最遠法）を行った結果，会員は 3 つのクラスターに区































行政からの委託事業を増やす ** 3.8 23.6 43.9 26.3 
会費収入を増やすため，会員数を増やす ** 100.0 9.1 38.3 51.7 
会員からより多くの寄付を集める ** 0.0 20.0 2.8 5.8 
一般住民から広く寄付を募る ** 0.0 0.0 61.7 27.5 
行政以外の助成金や補助金，協力金を積極的に
獲得する *
55.1 41.8 36.4 43.8 
収益となる自主事業を展開する ** 34.6 78.2 8.4 32.9 
現在の財源でまかなえる範囲の活動にとどめる 1.3 5.5 6.5 4.6 
（注 1）単位：％
（注 2）**：p ≦ 0.01，*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
図 4　会員層×所属集団・グループ（複数回答）（N=238）
（注）*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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ルギー学校，温暖化防止活動推進員研修など）」「省エネラベルキャンペーン」「MAKE the RULE キャ



























（注）**：p ≦ 0.01，*：p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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（注）p ≦ 0.05 ※暫近有意確立（両側）
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の反対運動を草の根的に組織し，全国で訴訟等を展開するなど，社会運動的性格を維持し，一
方で再エネ事業化や地域課題解決に取り組むための新電力の立ち上げ支援に取り組むなど，社会
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